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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第82期 

第３四半期連結 
累計期間 

第83期 
第３四半期連結 

累計期間 
第82期 

会計期間 
自平成27年４月１日 
至平成27年12月31日 

自平成28年４月１日 
至平成28年12月31日 

自平成27年４月１日 
至平成28年３月31日 

売上高 （百万円） 19,294 17,690 26,416 

経常利益 （百万円） 834 609 1,298 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 534 447 567 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 542 684 401 

純資産額 （百万円） 15,549 15,859 15,408 

総資産額 （百万円） 23,738 23,734 23,024 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 43.50 36.46 46.23 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 65.4 66.7 66.8 

 

回次 
第82期 

第３四半期連結 
会計期間 

第83期 
第３四半期連結 

会計期間 

会計期間 
自平成27年10月１日 
至平成27年12月31日 

自平成28年10月１日 
至平成28年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額 （円） 20.33 16.28 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

  当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の連結子会

社）が判断したものであります。

 

（1）業績の状況

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用状況、所得情勢が堅調に推移して国内景気は緩やかに回

復しています。当社関連の燃料業界につきましては、OPEC（石油輸出国機構）での減産実施の合意を受け、エネル

ギー価格が個人消費へどのような影響を与えるか先行きは不透明な状況となりました。

 このような状況のもと、当社グループは、引き続き「エネルギーのベストミックス」を基本に、ＬＰガス・石油

類・太陽光発電やリフォーム等、地域密着でお客様をトータルサポートした提案営業を積極的に展開しておりま

す。昨年４月からの電力小売の全面自由化を受け、小売電気事業者として「サンリンでんきで暮らしが変わる」を

モットーに電力の販売を開始し、ＬＰガスとのセット販売を含めた新規顧客の獲得に努めております。また、自社

太陽光発電設備として当社グループ14箇所目となる「松本発電所」（1.9Mw）を稼動させ、自社の総発電量は約

６Mwとなりました。 

 当第３四半期連結累計期間の業績は、燃料関係の仕入価格が前期比で引き続き低水準を維持していることから、

連動して販売価格も低位で推移したことにより、売上高は17,690百万円（前年同四半期比8.3％減）となりまし

た。

 石油類およびＬＰガスの仕入価格変動に応じた機動的な販売価格の見直し等により適正利益の確保に努めました

が、ＬＰガス保安確保機器等の積極投資による費用の増加等により、営業利益は476百万円（前年同四半期比

33.8％減）、経常利益は609百万円（前年同四半期比26.9％減）となりました。税金費用160百万円（前年同四半期

比46.8％減）を控除した親会社株主に帰属する四半期純利益は447百万円（前年同四半期比16.2％減）となりまし

た。

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①エネルギー関連事業 

「エネルギー事業本部」と「環境事業本部」の二事業本部制のもと、自動車燃料を中心とした石油類、環境

負荷の低いＬＰガス並びに太陽光発電設備等の再生可能エネルギーや「サンリンでんき」を含めたトータルな

提案営業を積極的に行い、「エネルギーのベストミックス」の理念のもと、エネルギー利用の高効率化を推進

する一方、徹底したコスト削減や適正利益の確保に努めてまいりました。

 これらの結果、エネルギー関連事業における売上高は、仕入価格に連動して販売価格も低位で推移したこと

などの影響等により15,265百万円（前年同四半期比9.6％減）となりました。

②製氷事業・青果事業・不動産事業及びその他 

製氷事業における売上高は223百万円（前年同四半期比3.7％増）、青果事業における売上高は1,557百万円

（前年同四半期比3.2％減）となり、不動産事業における売上高は246百万円（前年同四半期比27.6％減）とな

りました。その他の事業の売上高は396百万円（前年同四半期比67.0％増）となりました。

 

 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（3）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,300,000 12,300,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 12,300,000 12,300,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成28年10月１日～ 

平成28年12月31日
－ 12,300,000 － 1,512 － 379

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は、第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

          当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

    載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

    す。

 

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 16,000 －

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,251,000 12,251 同上

単元未満株式 普通株式 33,000 － 同上

発行済株式総数 12,300,000 － －

総株主の議決権 － 12,251 －

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

サンリン株式会社

長野県東筑摩郡山

形村字下本郷4082

番地3

16,000 － 16,000 0.13

計 － 16,000 － 16,000 0.13

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,726 5,284 

受取手形及び売掛金 2,778 ※１ 3,466 

商品及び製品 1,068 1,187 

仕掛品 80 33 

原材料及び貯蔵品 327 334 

繰延税金資産 137 58 

その他 151 178 

貸倒引当金 △1 △3 

流動資産合計 10,268 10,539 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 8,719 8,883 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △6,652 △6,529 

建物及び構築物（純額） 2,066 2,354 

機械装置及び運搬具 4,425 4,390 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △3,810 △3,760 

機械装置及び運搬具（純額） 614 630 

工具、器具及び備品 3,024 3,114 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,402 △2,471 

工具、器具及び備品（純額） 621 642 

土地 5,180 5,178 

建設仮勘定 195 34 

有形固定資産合計 8,679 8,841 

無形固定資産    

その他 72 146 

無形固定資産合計 72 146 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,575 3,804 

繰延税金資産 100 70 

差入保証金 187 182 

その他 351 353 

貸倒引当金 △209 △205 

投資その他の資産合計 4,005 4,205 

固定資産合計 12,756 13,194 

資産合計 23,024 23,734 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,877 ※１ 2,585 

短期借入金 2,942 3,000 

1年内返済予定の長期借入金 140 165 

未払法人税等 217 6 

賞与引当金 274 55 

固定資産解体費用引当金 36 15 

その他 525 543 

流動負債合計 6,014 6,371 

固定負債    

長期借入金 339 212 

繰延税金負債 75 123 

役員退職慰労引当金 212 166 

退職給付に係る負債 721 707 

資産除去債務 53 93 

その他 198 199 

固定負債合計 1,601 1,502 

負債合計 7,615 7,874 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,512 1,512 

資本剰余金 1,245 1,245 

利益剰余金 12,423 12,637 

自己株式 △8 △8 

株主資本合計 15,173 15,388 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 229 449 

退職給付に係る調整累計額 △23 △6 

その他の包括利益累計額合計 206 443 

非支配株主持分 28 28 

純資産合計 15,408 15,859 

負債純資産合計 23,024 23,734 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
 前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

 当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 19,294 17,690 

売上原価 14,232 12,710 

売上総利益 5,062 4,980 

販売費及び一般管理費    

貸倒引当金繰入額 △3 1 

給料及び手当 1,348 1,334 

賞与 199 204 

賞与引当金繰入額 47 45 

退職給付費用 7 82 

役員退職慰労引当金繰入額 24 29 

その他の人件費 482 494 

消耗品費 480 555 

減価償却費 337 347 

その他 1,418 1,409 

販売費及び一般管理費合計 4,343 4,504 

営業利益 719 476 

営業外収益    

受取利息 2 2 

受取配当金 52 53 

受取賃貸料 26 27 

持分法による投資利益 － 0 

その他 66 68 

営業外収益合計 148 151 

営業外費用    

支払利息 13 10 

持分法による投資損失 3 － 

貸倒引当金繰入額 14 － 

その他 1 6 

営業外費用合計 33 17 

経常利益 834 609 

特別利益    

固定資産売却益 9 24 

補助金収入 0 － 

特別利益合計 9 24 

特別損失    

固定資産除却損 4 10 

減損損失 3 15 

特別損失合計 8 25 

税金等調整前四半期純利益 835 608 

法人税等 301 160 

四半期純利益 534 448 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△0 0 

親会社株主に帰属する四半期純利益 534 447 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
 前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

 当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 534 448 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 35 197 

退職給付に係る調整額 △32 17 

持分法適用会社に対する持分相当額 5 22 

その他の包括利益合計 8 236 

四半期包括利益 542 684 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 542 684 

非支配株主に係る四半期包括利益 △0 0 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（１）連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

 （平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

  法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

 対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得し

 た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

  この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ14百

 万円増加しております。なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

  該当事項はありません。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形 

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当第３

四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計期間

末日残高に含まれております。 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －百万円 33百万円

支払手形 － 94

 

 

２  保証債務 

連結会社以外の次の会社について、金融機関からの借入に対し保証を行っております。

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

ヨーケン㈱ 80百万円 ヨーケン㈱ 60百万円 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

減価償却費 456百万円 489百万円

のれんの償却額 22 21

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日） 

      配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月８日

取締役会
普通株式 221 18 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日） 

      配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月９日

取締役会
普通株式 233 19 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注) 

合計 
 

エネルギー 
関連事業 

製氷事業 青果事業 不動産事業 計 

売上高              

外部顧客への売上高 16,890 215 1,609 341 19,057 237 19,294 

セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

1,145 － － 6 1,152 750 1,902 

計 18,036 215 1,609 347 20,209 988 21,197 

セグメント利益又

は損失（△） 
525 20 49 87 683 △35 648 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業、建設事業等
を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

                                      （単位：百万円）

 利益  金額

報告セグメント計 683

「その他」の区分の利益 △35

セグメント間取引消去 81

のれんの償却費 △10

棚卸資産の調整額 0

四半期連結損益計算書の営業利益 719

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

 該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注) 

合計 
 

エネルギー 
関連事業 

製氷事業 青果事業 不動産事業 計 

売上高              

外部顧客への売上高 15,265 223 1,557 246 17,293 396 17,690 

セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

591 － － 0 592 715 1,307 

計 15,856 223 1,557 247 17,885 1,111 18,997 

セグメント利益又

は損失（△） 
319 24 43 26 414 △12 402 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業、建設事業等
を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

                                      （単位：百万円）

 利益  金額

報告セグメント計 414

「その他」の区分の利益 △12

セグメント間取引消去 84

のれんの償却費 △10

棚卸資産の調整額 0

四半期連結損益計算書の営業利益 476

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

 該当事項はありません。

 

４．報告セグメントの変更等に関する事項

 （平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

  「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価償

 却方法の変更に関する実務上の取扱い」を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構

 築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

  この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益が、そ 

 れぞれ「エネルギー関連事業」で14百万円、「製氷事業」で０百万円、「青果事業」で０百万円増加し

 ております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 43円50銭 36円46銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

             （百万円）
534 447

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
534 447

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,283 12,283

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

       該当事項はありません。 

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月８日

サンリン株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 森田  亨  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 筑紫  徹  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサンリン株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サンリン株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年２月10日

【会社名】 サンリン株式会社

【英訳名】 SANRIN CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 柳澤 勝久

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 長野県東筑摩郡山形村字下本郷4082番地３

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長柳澤勝久は、当社の第83期第３四半期（自平成28年10月１日 至平成28年12月31日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。


